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広報伊丹■２０２２（令和４）年４月１日 第１４６７号（４）

令
和
４
年
第
１
回
市
議
会
定
例
会
で
４
年
度
当
初
予
算
が
可
決
さ
れ

ま
し
た
。
概
要
な
ど
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
確
認
を
。
予
算
全
般
の
問

い
合
わ
せ
は
市
財
政
企
画
課
!

７８４
・
８
０
２
８
、
公
営
企
業
会
計
は
市

立
伊
丹
病
院
!

７７７
・
３
７
７
３
、
市
上
下
水
道
局
!

７８３
・
１
６
０
０
、

市
交
通
局
!

７８１
・
３
７
５
３
、
市
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
事
業
局
!

０６
・
６
４

１
９
・
３
１
８
１
へ
。

令
和
４
年
度
当
初
予
算
は
、
長
期

化
す
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
感
染
拡
大
防
止
対
策
や
新
庁
舎

の
１１
月
開
庁
に
向
け
た
準
備
、
７
年

度
開
院
を
目
指
す
高
度
急
性
期
医
療

が
提
供
可
能
な
統
合
新
病
院
の
整

備
、
グ
リ
ー
ン
化
・
デ
ジ
タ
ル
化
の

推
進
な
ど
を
重
点
的
に
措
置
し
た
結

果
、
前
年
度
比
５
億
円
減
（
△
０.６
％
）

の
総
額
８３４
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
財
政
の
健
全
性
を
示
す
指

標
は
い
ず
れ
も
良
好
な
水
準
を
維
持

し
て
お
り
、
今
後
も
市
行
財
政
プ
ラ

ン
（
３
〜
６
年
度
）
に
基
づ
き
、
中

長
期
的
視
点
で
歳
入
・
歳
出
両
面
に

お
け
る
改
革
を
進
め
、
健
全
な
財
政

運
営
に
努
め
ま
す
。

歳
入

◆
市
税
収
入
は
増
加

歳
入
の
根
幹
を
成
す
市
税
収
入

は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
経
済
情
勢

の
悪
化
を
見
込
ん
だ
前
年
度
か
ら
の

反
動
増
な
ど
に
よ
り
、
個
人
市
民
税

が
６
億
８
千
万
円
、
法
人
市
民
税
は

７
億
９
千
万
円
の
増
加
、
固
定
資
産

税
は
家
屋
の
新
増
築
や
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
係
る
中
小
事
業

者
な
ど
の
家
屋
及
び
償
却
資
産
に
対

す
る
課
税
標
準
の
特
例
の
終
了
な
ど

に
よ
り
５
億
円
の
増
加
が
見
込
ま
れ

る
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
比
１９
億

８
千
万
円
増
（
６.７
％
）
の
３１４
億
９
千

万
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

◆
市
債
は
減
少

市
の
借
入
金
で
あ
る
市
債
の
発
行

額
は
、
地
方
財
政
計
画
に
伴
い
臨
時

財
政
対
策
債
が
３１
億
円
減
少
し
た
こ

と
に
加
え
、
新
庁
舎
や
認
定
こ
ど
も

園
整
備
の
進
捗
な
ど
に
よ
り
、
前
年

度
比
４８
億
９
千
万
円
減
（
△
３９
・
０

％
）
の
７６
億
３
千
万
円
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。

歳
出

◆
扶
助
費
は
増
加

定
員
数
の
増
加
な
ど
に
よ
る
保
育

所
保
育
委
託
料
、
利
用
者
数
な
ど
の

増
加
に
よ
る
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

費
、
障
害
児
通
所
給
付
費
・
措
置
費

な
ど
の
増
加
に
よ
り
、
前
年
度
比
６

億
３
千
万
円
増
（
２.５
％
）
の
２６２
億
１

千
万
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

◆
補
助
費
等
は
増
加

保
育
士
等
処
遇
改
善
臨
時
特
例
事

業
補
助
金
に
加
え
、
住
民
税
非
課
税

世
帯
等
臨
時
特
別
給
付
金
、Ｇ
ｏ
Ｔ
ｏ

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
事
業
補
助
金
な
ど
の

増
加
に
よ
り
、
１
億
５
千
万
円
増
（
１.８

％
）
の
８３
億
１
千
万
円
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。

◎
消
費
喚
起
と
地
域
商
業
の
活
性
化

に
係
る
関
連
経
費
を
補
正

新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
消
費

の
落
ち
込
み
を
回
復
す
る
た
め
「
商

店
街
等
お
買
い
物
券
事
業
」
の
関
連

経
費
と
し
て
、
１
億
５
千
８８６
万
１
千

円
を
補
正
す
る
議
案
を
提
出
し
、
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

結
果
、
令
和
４
年
度
一
般
会
計
予

算
の
総
額
は
、
８３５
億
５
千
８８６
万
１
千

円
と
な
り
ま
し
た
。

令和４年度一般会計当初予算

令令 和和
４４年年度度

当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当
初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初
予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予
算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算
がががががががががががががががががががががががががががががががががががががががががががががががががが
可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可
決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決

当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当
初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初初
予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予予
算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算
がががががががががががががががががががががががががががががががががががが
可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可可
決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決

構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも１００％にはなりません

市民１人当たりの一般会計予算各会計当初予算 △はマイナス

訂
正

本
紙
３
月
１５
日
号
１
面
に
あ

る
「
総
額
８３４
億
４
千
万
円
」
の
表
記
は

誤
り
で
、
正
し
く
は
「
総
額
８３４
億
円
」

で
し
た
。
お
詫
び
し
て
訂
正
し
ま
す
。

一般会計予算の財政指標～貯金や借金の残高を解説
※各グラフは、令和２年度までは決算額、３年度は決算見込み額、４年度は当初予算額

財政調整基金残高の推移

■財政調整基金＝市の貯金

令和４年度当初予算において、約１億円
を幼児教育関連施策のために取り崩す一方
で、幼児教育施設跡地の売却分約４億１千
万円の積み立てなどにより、４年度末の財
政調整基金残高は約５８億円となる見込みで
す。また、幼児教育関連施策などのため、
一時的に取り崩した額を加えた名目残高で
は、約７１億６千万円となる見込みです。

【名目残高】
７１億６千万円

【財政調整基金残高】
５８億円

約１３.３億円の取り組み効果

行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政ププププププププププププププププププププププププププププププププラララララララララララララララララララララララララララララララランンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンン行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政ププププププププププププププププププププププププラララララララララララララララララララララララランンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンン
市は、健全な行財政運営を図るため、行財政プラン（計
画期間：令和３～６年度）に基づき、「公共施設マネジメ
ントの推進」、「効率的・効果的な行政経営」、「公営企業等
の経営改革」、「健全な財政運営」を取り組みの柱として、
不断の行財政改革に取り組んでいます。
４年度当初予算における取組効果額は、徴収体制の強化
や自治体DXの推進をはじめとする事務事業の見直し・効
率化に取り組むほか、市有財産の売却や収益事業収入の確
保などの臨時的な効果が発生することにより、１３億３千３００
万円となる見込みです。
【取組効果額の内訳】
◎一般会計 １１億７千万円
（内訳は経常５億４千１００万円、臨時６億２千９００万円）
◎特別会計・企業会計 １億６千３００万円

市経営企画課!７８４-８０２７

市債残高の推移

■市債＝市の借金

普通債残高は、公共施設再配置の進展な
どに伴い、発行額が高止まりし、前年度比
で２０億１千万円の増加となる一方、特例債
については臨時財政対策債の発行額が減少
することにより、市債残高合計では、５億
１千万円の増加となる見込みです。

特例債：返済のための財源を国が手当
するもので、国民全体の借金であると
いえるもの

普通債：道路や建物の建設に使われた
借金で、税金（市税）などで返済して
いくもの

会 計 区 分 本年度当初予算額
対前年度
伸び率

一 般 会 計 ８３４億円 △０.６%

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業 １８４億５千６４３万９千円 △２.０%

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 ３１億２千３６４万３千円 ０.６%

介 護 保 険 事 業 １５６億８千７９９万９千円 ５.７%

鴻 池 財 産 区 １千１９３万８千円 △０.４%

荒 牧 財 産 区 １千５２０万５千円 △０.５%

新 田 中 野 財 産 区 １千２０７万５千円 △３９.５%

小 計 ３７３億７２９万９千円 １.３%

公
営
企
業
会
計

病 院 事 業 １８３億６千９５４万６千円 ６.７%

水 道 事 業 ６２億９千１５万４千円 △３.１%

工 業 用 水 道 事 業 ７億１千２５８万７千円 １７.０%

下 水 道 事 業 ７６億５千２１５万９千円 △４.１%

交 通 事 業 ２６億９千６４８万６千円 △３.３%

モーターボート競走事業 ２１８億９千７２７万７千円 １７.６%

小 計 ５７６億１千８２０万９千円 ７.３%

合 計 １千７８３億２千５５０万８千円 ２.２%


